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[Abstract]

     Activity-Based Costing (ABC) was originally developed as a elaborate allocation method 

of overhead costs. However, it has gradually extended its application areas and increased it's 

 value. 

     This article discusses a part which ABC is played in making the managerial decisions. 

It would  be  pointed out that: 

(1) ABC isn't decision oriented. 

(2) ABC improves the traditional decision model and the relevant cost analysis. 

(3) ABC provides the trigger which improves the business incomes and changes 

quantitatively and qualitatively it's cost drivers, therefore reduces the costs.

1.序

活動基準原価計算(activity-basedcosting:以 下ABCと 略称する)は 、提唱された当時とは

その形 と適用領域 を徐 々に変化 させ ながら発展 してきた。最近 では、 とくに、ABCの 思考がセ

グメン ト別 の収益性分析や 自製 ・購入などの経営意思決定における問題にも適用 し得ること、そ

れに製品以外のコス ト・オブジェク ト(原 価計算対象;例 えば、顧客、サービス、プロジェク

ト)に も原価を集計することや、販売費 ・一般管理費のような原価項 目をもその分析対象に含め

ることによって、その効用を拡大 し得 ることにも気付かれてきた。

ABCが 提 唱されてきた背景 を見 ると、米国企業の対外競争力の低下 と製造技術の 目ざましい

進歩による生産の多品種化 という要因があったように思われる。それは、あたか も米国企業の再

生 を図る上で万能薬のようにして迎えられた節もなくはない。米国企業の価格設定の不適切 さと

製品 ミックスの貧弱性の主因の責任が、会計サイ ド、 とりわけ原価計算にでもあるかのような論

調 もあったようである[Tatikonda,1987]。 その意味では、ABCは まさに原価計算の復権 を賭

けるという使命 を帯びていたのかも知れない。

ABCは 、製品の価格決定、製品ミックス問題 といった製品関連意思決定において最 も威力を

発揮するはずであった。なぜなら、実際の資源消費をもっともよく製品原価の計算に反映するは

ずだからである。多品種化や複雑性に伴ってロッ トごとに、そ して製品ごとに変動 して発生する
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原価への注目として特徴づけることができよう。それは、基本的には、全部原価計算ではあるが、

ボリュームをべ一スとした製品への間接費配賦に対する全面的な見直しを要求するものであった。

しか し、ABCは 「間接費 を配賦する一方法」以上の ものである。経営意思決定 は、ア クティ

ビティ、 コス ト・ドライバー、お よびアクティビティ ・コス トに関する情報を持つことか ら多く

のベネフィッ トを得 ることができる[Scott&Morrow,1991,p.48]。

本論 は、経営意思決定への支援 を狙 ったABCが 、果たして従来の関連原価分析にいかなる影

響を与 えるのか という問題意識の下に、 とくにABCが 戦略的意思決定において果 たす役割につ

いて検討 して行 きたい。

2.ABCに 基づ く分析 の構造

ABCは 資 源 の消 費(原 価)を ア クテ ィ ビテ ィ(活 動)に 集計 し、 その後に ア クティ ビテ ィ別

に適 当な コス ト ・ドライバー によって各 製 品(広 くは コス ト ・オブ ジェク ト:原 価 計算対 象)に

割 り当て る(assign)手 続 きで ある。CAM-1(ComputerAidedManufacturing-lnternational,

Inc.)の 用 語 法に従 えば、 資源 を資源 ドライバー によってア クティ ビテ ィ ・セン ター に集 計 し、

それ を さらに ア クティ ビテ ィ ・ドライバー を用 いて製品 に割 り当て る(1)。

原 価 をなぜ ア クテ ィビテ ィに集計 す るか とい うと、ア クティ ビテ ィこそが 原価 を発生せ しめ る

源泉 であ る とい う認識があ るか らであ る。 この認 識は、ア クテ ィビティを測定 す る単位 であ るコ

ス ト ・ドライバー を操作 す るこ とに よって、原価 の発生 を増や した り減 らした りす るこ とが可能

であ るこ とを示 唆 してい る。 したが って、ABCで 算 定 された製 品原価 が製品別 の実 際の 資源消

費 を反 映す るはずであ る。だか ら、取 り扱 う製 品が多品種 になれば なるほ ど、 ユニ ッ ト基 準の製

品原価 との乖離 が大 きけれ ば大 きいほ ど、ABCを 導 入す る効 果 は高 い と言 え る。 多品種 少 量生

産化す るにつ れ、従 来固定費 として取 り扱 って きた原価が金額 的に も割合 的に も増大 した こ とに

よって、 ボ リュー ム基準で配賦 されて算定 された製品原価 の不適切 さに気付 かれた こ とを考 えれ

ば、 この こ とは容易 に理解 で きるであ ろ う。従来 の よ うなユ ニ ッ ト基準 の製 品原価 は、 多量製 品

(highvolumeproducts)に 過 大 に、 少量 製 品(10wvolumeproducts)に は過 少 に計 算 され

る傾 向が 強い(2)。 したが って、 これ らの原価情報 に よって意思決 定す るな ら、少量(ま た は小 ロ

ッ ト)製 品 を追加 す るように、 また少 量製 品に重 点 を置 き多量 製品 を軽視す る製品 ミックスへ と

イニ シエ イ トされ るであ ろ う。

コス ト ・オブ ジェ ク トとして製 品以外 に もい ろいろ考 え られ るが、特 に顧客(customer)に

焦 点 を当て るこ とが有 用で ある。 とい うの は、顧客 はサ ポー トに対す るニー ズが それ ぞれ異 な り、

そのサ ポー ト・コス トは 多 くの会社 では金額 的に も大 きくな って いるか らであ る。マー ケ ティン

グ とか 注文処 理、顧客 サー ビス とい った顧客サ ポー ト・ア クテ ィビティは、いつ も工場 の外 で発

生す る[Turney,1992,p.4・7]か ら、 コス ト ・オブ ジェ ク トとして顧客 を含め るな らば、収

益性 を正確 に理解 す るこ とが で きる。

また、 マー ケテ ィングお よび流通 のア クティ ビテ ィを含 め るこ とによって原価分析 を拡大す る

こ とは、戦 略的意 思決 定への有用性 を高め るこ とにな る。米 国の場合、 マーケ ティング ・コス ト

は多 くの製 品系 列 で トー タ ル ・コス トの50%以 上 を 占め、 それ はGNPの ほ ぼ20%に な って

い る とい う[Lewis,1991,p.33]。 製 造活動 だけ を考 慮 に入れて無駄 の排 除、非価値付 加 的な

活動 の削除 または業務 の改善 を図 ることは、 マーケテ ィン グ、流通活動へ の影響 を無視 した誤 っ

一106一



た意思決定 をもたらしかねない。

ABCの 焦点は、 コス ト・ビヘイビアに関す るよりよい理解 にある。ABCの コス ト・ビヘイビ

アの特徴は、ボリューム基準ないしはユニッ ト基準から見た変動費だけではな く、非ボリューム

基準か ら見 た変動費があ りうることを明示している点である。言うなれば、それは拡大された変

動原価計算で もある。 もはや、企業の原価関数 を一元的に説明することはしない。つまり、原価

はボリュームの関数ではな くて、多元的な説明変数(コ ス ト・ドライバー)の 関数 として捉える。

この多元的な説明変数は並列的なものではな く、階層的な関係に置かれる。クーパーによれば、

原価 はアクティビティの4つ のレベルに応 じて、変動費か固定費として捉えられる[Cooper,

1990](3)。当然ながら、各ア クティビティに応 じて関連す るコス ト・ドライバー も異なる。

①ユニッ ト・レベルのアクティビティ

②バ ッチ ・レベルのアクティビティ

③製品維持レベルのアクティビティ

④設備 レベルのアクティビティ

ユニット・レベルのアクティビティは、1単 位が生産され る度に遂行 される。このレベルで発

生するコス トには、いわゆる短期的変動費のほかに、機械加工時間に比例 して消費される資源の

費用(例 えば、機械減価償却費のようなキャパシティ ・コス トや機械保全費、消耗品費)が 含 ま

れる。これらの原価は生産 される単位数に比例 して消費され る資源の費用を測定する。

バ ッチ ・レベルのアクティビティは、財の1バ ッチが生産 される度に遂行 される。生産される

単位数に比例 して消費されないある製品関連活動は、遂行される段取回数や段取時間に応 じて変

動する。1バ ッチまたは1ロ ッ トに含 まれる単位数に関わらず同額の費用が発生するため、その

単位数からみれば固定費としての性質 を持つ。例えば、段取費、購入注文費、検査費などがそう

である。

製品維持 レベルのアクティビティは、異なったタイプの製品の製造を支援する度に遂行され る。

製品系列に一製品を追加 したり、一製品を維持す るのに関係す る、特定の製品について識別され

るエンジニア リング変更通知やプロセス ・エンジニア リングといった活動がその例である。製品

維持活動の費用は、配賦 をする必要なしに個々に製品に容易に跡づけ可能であ り、製品品目が追

加 され るにつれて増大する。

設備 レベルのアクティビティは、設備の全般的な製造プロセスを維持するものである。

従来の原価計算システム(ユ ニッ ト基準原価計算)とABCシ ステム とのコス ト・ビヘ イビア

に関す る取扱いの相違 を表にして要約すると表1の ようになる。

表iコ ス ト・ビヘイビアに対する仮定

従来の原価計算システム
/ABCシ ス テ ム

変 動 費

1

ユ ニ ッ ト ・レベ ル

変

動

費
固 定 費

1

バ ッチ ・レベ ル

製品維持レベル

設備レベル

固 定 費

表2ジ ョン・ディア社 の コス ト・ドライバ ー とその レベ ル

コス ト・ドライバ ー ア クティビティの レベ ル

直接労働サポート

機械時間

段取時間

生産注文活動

マアノ丶ン

部品管理

付加価値

(一般管理活動)

ユ ニ ット・レベ ル

〃

バ ッチ ・レベ ル

11

11

ノ1

ユ ニ ット・レベ ル
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以上 よ り、従 来の総原価 関数 とABCに お け る総原価 関数 とは次 の ように異 なってい る(4)。

〈従 来 の総 原価関数>

TC=aX十f

但 し、a:生 産 量単位 当 た り変動 費

X:生 産 量

f:固 定 費総額

〈ABCに お け る総 原価 関数>

TC=bXl十cX2十dX3十eX4十g

但 し、b:ユ ニ ッ ト ・レベ ル の コス ト ・ドライバー単位 原価

c:バ ッチ ・レベ ルの コス ト ・ドライバー単位 原価

d:製 品維持 レベ ルの コス ト ・ドライバー単位 原価

e:設 備 維持 レベ ルの コス ト ・ドライバー単位 原価

9:固 定 費総額

X、:ユ ニ ッ ト ・レベ ルの コス ト・ドライバー単位数

X2:バ ッチ ・レベル の コス ト ・ドライバー単位数

X3:製 品維 持 レベ ルの コス ト ・ドライバー単位数

X、:設 備維 持 レベル の コス ト ・ドライバー単位数

図1は 、 これ らのア クテ ィビテ ィの階 層 レベ ル を取 り入れ たABCに も とつ いて、間接 費資源

か らア クテ ィ ビティ ・コス ト ・プール(コ ス ト ・ドライバー単位 当 た り原価 の算定 を含 む)、 そ

して製品 に至 る原価集計手 続 き(ジ ョン ・デ ィア社 の もの)を 図示 した もの であ る。 また、 ジ ョ

ン ・デ ィア社(JohnDeereComponentWorks)がABCシ ス テムで用いて いる基 準 とその分類

は表2の よ うにな って い る[Cooper,1990,p.7,8]。

間接費
厂 一 一一1

{
I
I
i

間接労働 従業員福利厚生1ス クップ1メ ンテナンスll減 価償却費1lII

「材 料1

㌧プール丿

r労 働/

Lプ ール丿

磯械時瀞

Lプ ールノ

r段 取/

Lプ ール丿

飃入注£I

Lプ ール丿

%テ ハi

Lプ ール丿

～囎愈
Lプ ール丿

畷鯉
㌧プール丿

直接作業時間

当たり

機械時間

当たり

段取

当たり

、

注文

当たり

取扱時間

当たり

部品数

当たり

付加価値

当たり

一

製 品直接労働
原 材 料

ユニ ッ ト ・レベ ル バ ッチ ・レベ ル 製品レベル 設備レベル

図1ジ ョ ン ・デ ィ ア社 のABCシ ス テ ム

1:



このことは、分析の案件によって、 またどのような意思決定のタイプであるかによって、 どの

レベルのコス トが問題 となるかが決定 されることを含意 している。例えば、製品関連意思決定 を

行 う場合、設備 レベルのコス トは固定費ないし共通費、期間原価 として処理 されることになる(5)。

ABCの 前提 とす る コス ト・ビヘ イビアの特徴 につ いては、既に別稿で述べ たが[志 村,

1990;志 村,1992]、 経営意思決定におけるABCの 役割を論ずる上で必要な限 りで再度簡単に取

り上げてみたい。

ABCで は、各アクティビティ ・センター に割 り当てられたコス ト(活 動原価)は 、各々関連

するコス ト・ドライバーに応 じて変動する、つまりコス ト・ドライバーの関数 と仮定される。 と

いうことは、 コス ト・ドライバー単位数が2倍 になれば、そのアクティビティの原価 も2倍 にな

るという意味である。この仮定は、活動原価 を構成する人的 ・物的キャパ シティの コス トもコス

ト・ドライバーに応 じて変動 しなければならない ということをも示唆 している。この仮定が成 り

立つためには、 コス ト・ドライバー単位数の減少に応 じてその人的 ・物的キャパシティのコス ト

の相 当分 も想定 される期間の経過 とともに処分が可能 でなければならない。したがって、いわゆ

る原価残留が生ず る場合 などには、ABCの 下で製品に割 り当てられるコス トのい くらかは増分的

でないことが認識されることが重要である。ある人的 ・物的キャパシティが特定の製品に跡づけ

られ得てもその部分が回避可能でなければ、増分原価 とはならない。また、減価償却費が割当可

能であったとしても、製品の廃棄意思決定には関連がない。処分可能性の保証がないのであれば、

増分原価のみが関連する意思決定の場合 には、これ らのキャパ シティ ・コス トは、埋没原価 とし

て除外 されるべ きである[Cf.Hirsch&Nibbelin,1992,p.43]。

3.ABCと 戦略的意思決定

戦略的意思決定 とは、長期的な成長 と存続の合理的保証 を会社 に提供する1つ の戦略または複

数 の戦略 を選 択する とい う最終 目標 をもって、代替的な戦略間の選択 をす るプロセスである

[Hansen&Mowen,1992,p.622]。 戦略的原価分析がこれを支援する。つまり、戦略的原

価分析の役割は、持続可能な競争優位 を生み出す優れた戦略 を立てたり、識別するのに役立つ原

価デー タを分析 し、経営戦略 を支援する原価情報を提供す ることにある。

繰 り返 し述べ れば、ABCは アクティビティに、それからア クティビティを消費する製品に原

価 を跡づける。異なった戦略は異なったア クティビティを引き起 こす。これらのアクティビティ

とそれに関連する原価を知 ることによって、異なった戦略的チョイスのコス トが評価され得 る。

さらに、これは企業にとって競争優位 を確立すると思われ る戦略を選択するように管理者 を援助

す るものである[Hansen&Mowen,1992,p.637,638]。

ところで、アクティビティは仕事 を引き起 こしそれによって資源を消費するプロセスまたは手

続きであるが、それ らはお互いに因果連鎖によって リンクされている。あるアクティビティの変

更が他のい くつかのア クティビティへの需要に影響 を与える。ABCと の関連で戦略的意思決定

を捉えるならば、それはコス ト・ドライバー(ア クティビティ ・ドライバー)を 大 きく変化 させ

ることによって競争優位 をつ くりだすことである。例えば、製品設計 を変更したり、部品ないし

はコンポーネン トを自製す るか購入(外 注)す るか、部品を手で挿入す るか機械で行 うか、JIT

を採用するかどうか といった代替案は、既存のアクティビティの変更 を多かれ少なかれ招来 し、

したがって コス トの発生の仕方を変化 させ る。JIT製 造戦略への変更は、品質関連のアクティビ
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ティを増大 させ、マテハン関係のアクティビティを減 らす。これらのアクティビティに関わるコ

ス トは従来の製造環境の下で発生 してきたコス トとは大いに異なるだろ う。それゆえに、ABC

は戦略間のコス ト比較 を可能にして くれるのである。

本来、製品の価格設定、製品ミックス、製品設計、製品の導入 と廃棄などの製品関連意思決定

の問題は、長期的 ・戦略的な視点に立って処理 されるべ きであるが、従来の議論はむしろ短期的

な観点から扱われてきたきらいがある。

ABC情 報 を用いて原価引き下げ計画 を行 う分析、 または業務 を改善するためにABCを 用いる

ことは活動基準マネ ジメン ト(activity-basedmanagement:以 下、ABMと 言う)と 呼ばれ、

業務 を改善するためだけではなく、競争条件をよりよく満たすように管理者 と他の従業員が経営

戦略を適合 させ る努力をガイ ドする[Turney,1992,p.4・12]。

ABC情 報の戦略的利用には、それによって業務 を変化させ ることなく価格の再設定 とか市場

からの撤退 を通 じて製品戦略を変更す るケース、新たな市場の拡大 を狙った戦略的ポジションの

改善を図るケース、そして業務の改善 を通 じて顧客の多様 なニーズを収益的に満たす戦略的能力

(strategiccapability)を 向上す るケースな どが考 えられる。この うち、製品戦略を変えるア

プローチがもっとも容易であるが、ある製品や顧客サービスの廃棄や市場か らの撤退は、次善的

な戦略 と考 えるべ きである[Hall,eta1.,1991,p.98]。

アクティビティは戦略的チ ョイスによって決定 されるが、 もっとも高いベネフィットを生むア

クティビティに資源 を配置する仕方で行われるべ きである[Turney,1992,p.4・13]。 ときに、

ABCに 基づ く分析がある製品または顧客の業績が非収益的であることを示 し、その原 因をも明

確 にするかも知れないが、それは企業のコス ト競争力を増強 した り、新たな収益拡大の好機 を提

供 し、企業の戦略的ポジションの改善 を促す ものとなることもある。

テクトロニクス社のオシロスコープ ・グループの例 を考えてみよう[Turney,1992,p.4・

13]。 同社は異なるタイプの顧客間にある収益性の差異をABCに よって分析 した ところ、小口の

顧客が非収益的であ り、その原因がこれらの顧客に製品を販売 し配送するマーケティング ・コス

トが高いこ とにあることも判明 した。マーケティング ・コス トが割合的に高 く、支配的な流通チ

ャネル(資 格ある直接販売員による配送)に 関わる費用がネックとなっていたのである。一般に、

大口の顧客はマー ジンの大きい高級製品を購入するが、小口の顧客はマー ジンの低 い低級製品を

購入する傾向があったので、小口の顧客については十分 にマーケティング ・コストを正当化する

に至っていなかった。そこで、解決策 として小 口顧客のためにテレマーケティングを重視 した新

しい流通チャネル"TekDirect"を 導入 した。このシステムは、小 口顧客 の配送費 を低 くした

だけではな く、新 しい膨大な顧客に製品を販売する機会をも開いた。

戦略 を成功裏に実行する鍵 は、戦略に振 り向けられるアクティビティの業績を改善す ることで

ある。 この改善 を遂行す るさいにABMが 役立つ。製品の特性や市場の状況に対処する上で柔軟

に適応する能力 を向上 させ るために業務 を継続的に改善したり、 ときにはJITシ ステムの採用や

生産 ・設計の 自動化の導入 といった業務 を変革することによって、この能力をより一層向上させ

る方策 もとり得 るコースの一つである(6)。ABCは 、それぞれのコースについての原価見積をシ ミ

ュレー トするのに効果を発揮する。

この点に関 して、2つ の例 を紹介す る[Turney,1992,p.4・13-15]。 ヒュー レッ ト・パ ッ

カー ド社のローズヴィレ ・ネッ トワー ク事業部の製品エンジニアーは、製品設計を修正すること

ができるようにABCモ デルを構築 した。その狙いは、製造 し易 くす るように製品を設計するこ
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とにあった。そのことは、短い製品ライフ ・サイクル、小ロット・サイズ、数百もの異種製品の

ゆえに重大であった。エンジニアーは全般的な製造原価 を引き下げるために、製品の設計に慎重

なる注意を払わなければならなかったのであ る。彼 らは与えられた製品機能 を維持する最低のコ

ス トをもたらすア クティビティを入念に選択す るのにABC情 報を用 いた。同事業部では、コス

ト・ドライバー として軸挿入の回数、人手挿入の回数、検査時間数、部品数などが用いられてい

るが、人手によって挿入できる部品と機械によって挿入できる部品のいずれかを選択する場合の

コス ト比較 を可能 とする情報をABCは 提供 した。

ノーザ ン ・テレコム社 のビジネス ・プロダクツ事業部は、ABC情 報 を、 もっ とも大 きな原価

引き下げ潜在性をもつ改善機会を識別 し、この引き下げを果たすための最善のアプローチを決定

す るために用いた。その分析は、まず、 もっとも多 くの コス トを割 り当てたアクティビティ ・ド

ライバー(コ ス ト・ドライバー)を 探求することからスター トする。ア クティビティ ・ドライバ

ーは、段取 りとかエンジニアリング変更に関す るもの といった共通のタイプにグループ化され、

各グループのコス トが高いものか ら低いものへ と並べ られる。この分析に基づ き、同事業部は2

番 目に高い割合 を占める(25%)材 料関連のアクティビティー一受入回数、購入注文回数、移動

回数などの ドライバーによって表される に原価引き下げのターゲ ットを置いた。次に、材料

関連のアクティビティのコス トを引き下げる最善の方策を決定するのであるが、低 いコス トで多

量の"C"部 品を調達する代替的な方策に焦点 を当てた。C部 品は数千 もあ り、そのアクティビ

ティの大半を占めていた。ABCモ デルを用いて各代替案のコス トが計算された ところ、現行の

アプローチがはるかに高いコス ト代替案であり、その原因が3つ の ドライバー(供 給業者の数、

異なる部品タイプの数、調達手続 き)に あったことが判明した。分析は、最低 コス トの代替案は

C部 品の調達方法 をすっか り変えるものであることを示 した。つまり、一人の供給業者か らC部

品をすべて購入 し、年間を通 じて工場のニーズを満たすために単一の購入注文が発せ られるとす

る案である。この案は、3つ の ドライバーの うち2つ(供 給業者の数、調達手続き)を 排除した。

その供給業者は3か 月の生産スケジュール を与えられ、現場にカンバ ン棚(KANBANbins)

を補充するために週に一度工場を訪問する。それで、年に1回 の購入注文 と12通の送 り状が処理

されるだけで済み、受入、荷役、検収、移動、保管などのアクティビティが全 くC部 品について

排除された。 コス トには現れてこない改善 としては、弾力性の増加、 リー ドタイムの短縮、 コン

ポーネント陳腐化傾向の減少が見 られた。

この ように、ABCは どこに最大の改善の余地があるかを指摘 し、無駄の排除 と単純化 に向け

て成功裏に努力 を集 中することを促進 させる。

4.ABCに 基づ く分析の特徴

ABCは 、 重要 な戦 略的 ツール であ る とい われ る[Hall,et,al.,1991,p.99]。 そ れ では、

ABCは 従 来 の管理会 計意思決 定 モデル に取 って代 わ るもの であろ うか。 また、ABCは 関 連 原価

分 析 とは、選 択 的 な関係 に置か れ る ものだ ろ うか。 否、 その ような もの では ない。ABCは 意 思

決定 モデル に従 来 よ りも正確 な原価 デー タ を提 供す る ものではあ って も、 それ 自体 は意思決定 志

向で はないか らであ る[志 村,1991,pp.69-70]。ABCは 、 直接 、 よ り高 い利益へ と転換 す る

こ との で き るマ ネ ジ メン ト ・ア ク シ ョンへ の途 方 もな く有益 な指 針 なの であ る[Cooper&

Kaplan,1991,p.130]。ABCに 基 づ く分 析 に よ って得 られ た情報 は、 どこに原価 を引 き下 げ
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る余地があるか、特に利益 を ドライブするア クションをとるかを発見する手がか りを与えるもの

である。言い換 えれば、ABCに 基づ く分析は問題解決的 ・意思決定志向的ではな く、問題発見

的 ・注意志向的であるということになる。

したがって、 クーパーとキャプランは、分析後に経営者が とるべ きア クションを次のように指

摘 している[Cooper&Kaplan,1991,pp.134-135]。

①経営者は製品の価格 を再設定す るよう試みるべ きである。支援資源への大 きな需要 をもつ製

品の価格を引 き上げ、他 を助成 してきた多量製品の競争レベルを高めるため、その価格 を低 くす

る。もしその再価格戦略が成功するなら、会社はその資源への需要がより少ないか、同 じ資源消

費でより多 くの収益 をあげる新 しい製品 ミックスに到達するであろう。

②経営者は資源消費を引き下げる方策 を探求すべ きである。これは、同じアウトプッ トに活動

を遂行する時間数 を減少するか、例えば、製品ミックスまたは顧客 ミックスを変更することによ

って現在の製品および顧客 ミックスを生産またはサー ビス提供す るのに消費される資源 を引き下

げることを必要 とす る。

結論的に言えば、ABCは 正確 な製品原価情報 を提供す るゆえに従来のモデルの質 を向上 し、

経営管理者 を誤導 しない意思決定に貢献 し得るのである。クーパーの行った調査でも、い く人か

の管理者は、ABCシ ステムによって報告 され るより正確 な製 品原価が不正確な製品原価情報の

ゆえに誤った意思決定が行われるリスクを引 き下げるもの と考えているということが分かってい

る[Cooper,1990,p.10]。 ハ ンセンとモーウェンがいみ じくも指摘するように、ABCの 効果

は全般的な意思決定の質 を改善することである[Hansen&Mowen,1992,p.624]。

ABCシ ステムは関連原価分析のために有用 な製品原価情報を提供す ると述べて きたが、それ

は全 く修正 を必要 としない ということではない。 このシステムは、報告された製品原価の正確性

を高めるこ とによって、そしてアクティビティの4つ のカテゴ リーの コス トを別々に報告するこ

とによって特殊調査 を行 うニーズを減 らすのである[Cooper,1990,p.13]。 どのような点で

修正を必要 とす るのであろうか。第一に、原価関数が リニアーであるという仮定か ら生ずる。例

えば、複数の製品が共通の部品を用いる場合、製品を追加す るか ドロップするかは、製造される

共通の部品のバ ッチ数 を必ず しも変化 させるものではない。第二に、この原価計算システムは特

定の意思決定のための関連原価 をふさわしい仕方で取 り分 けてはいない。第三に、適切なコス

ト・ドライバーが採用 されていないために歪みが生ずることがある。たとえば、段取 りが製品と

か製造順序に応 じて変動するときに、コス ト・ドライバー として段取回数が用いられるならこの

ようなことが起 こる[Cooper,1990,p.13]。

したがって、以上か らABCに 基づ く分析は従来の貢献差益分析 とか関連原価分析 とは全 く異

なる技法な どではな く、キャプラン自身が指摘するように、それ らの技法を豊かに拡張するもの

であるとい うことになる[Robinson,1991,p.2]。 それは、改良された貢献差益分析 ともその

補完 とも特徴づけることができよう。 キャプランの主張に基づいてABCシ ステムの貢献差益報

告書を描 くと、表3の ようになる。
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売上高

ユニ ット・レベル費用

ユニ ット・レベル貢献差益

バッチ ・レベル費用

バッチ ・レベル貢献差益

製品維持 レベル費用

製品貢献利益

製品系列 レベル費用

工場 レベル費用

営業利益

表3ABCシ ス テムの貢献差益報告書

A製 品 B製 品 C製 品 合 計

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

XXXX XXXX XXXX XXXX

XXXX

XXXX

XXXX

表3に ある各レベルの貢献差益の大 きさは、従来の貢献差益分析のそれと比べて過小に計算さ

れ、意思決定において長期的視点 を加味 してお り、一層保守的な傾向を強 くしている。ABC提

唱の背景 との関連で捉 えるなら、従来の貢献差益方式その他 を用いては十分に回収 しきれなかっ

た複雑性 と多様性のコス トを早期に回収 し、 もって製品 ミックスを健全なもの とし、競争優位 を

獲得 しようと意図したにちがいない。ただ、ユニッ ト・レベル貢献利益は従来の限界利益に近 い

としても、バ ッチ ・レベル貢献利益がいかなる性質をもつ ものか、 どのような有用性 をもつかに

は、若干の疑問 もないわけではない。

5.ABCに 基づ く分析の展 開

(1)部 品の 自製 ・購入の意思決定

それでは、次にどのように意思決定の質を改善するものかをハンセンとモーウェンの用いた2

つの例 を通 して見てみよう[Hansen&Mowen,1992,p.625-628,pp.632-636]。

【ケース1】 は、部品の 自製 ・購入(外 注)意 思決定問題でABCが どの ような役割 を果たす

かを例示 している。従来の分析では、 自製案が$25,000有 利であることを示 している。共通固定

費は、それが無関連である、直接作業時間に応 じて変化 しない という理由で分析か ら除外 される。

ABCに 基づ く分析は、この共通固定費に注 目する。つまり、共通固定費の中には生産量、直接

作業時間以外の要因によって原価が ドライブされるものがある。それで、ある製品を ドロップす

ると、 これ らのアクティビティのレベルを減 らし、結果 として追加的な原価節約を果たすことが

できる。

変動間接費に含 まれるアクティビティは、電力料 と福利厚生費であ り、共通固定費の中には検

査費、技術 費、マテハン費、段取費、設備減価償却費が含 まれている。ABCの フレームワー ク

では、電力料 と福利厚生費はユニッ ト・レベル、検査費、マテハン費、段取費はバ ッチ ・レベル、

技術費は製 品維持 レベル、設備減価償却費は設備 レベ ルである。多 くの場合、製品関連費が自

製 ・外注意思決定で用 いるのに正 しいコス トとされている[Scott&Morrow,1991,p.51]

ことを思えば、設備 レベルの原価のみがこの意思決定には無関連であると識別できる。
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設備 レベルの原価 を除 くそれぞれの コス ト・プール ・レー トを当該部品に関わるコス ト・ドラ

イバー数に乗 じて計算した分析結果では、今度は購入案が$135,000有 利になる。

【ケー ス1】 自製 ・購 入 に関す る意思決定 問題(Hansen&Mowen,1992,pp.625-628)

ス ウ ィー ニ ィ製造会社 は、 い くつか のタ イプのプ リンター を製造 してい る。現在、 それ らの

プ リン ター の部 品 をすべ て 自社 で作 って い る。 当社 は、ユ ニ ッ ト基準 の原価 計算 システム によっ

て製 品原価 を計 算 して いる。 あ る外部供給業 者が678番 の 部 品を単位 当た り$4.75で 販 売 したい と

申 し出 て きた。 当社 は部 品 を正 常的 には年 当 た り100,000単 位 製 造 してい る。各部 品は0.25直 接

作業 時間 を必要 とす る。100,000単 位 の製造に関す る原価 は次 の通 りであ る。

直接材料 費$50,000

直接 労務 費200,000

変動 間接 費α80,000

固定 間接 費

直接固定費

監督 費50,000

特殊L設備 の賃借料70,000

共通 固定b300,000

合 計$750,000

単位 原価($750,000/100,000)$7.50

α直接 作業時 間当た り$3 .20の 変 動 間接 費率 を用 いて割 り当て られた。

殖 接 作業時 間当た り$12の 固 定間接 費率 を用 いて割 り当て られた。

①従来の分析

原価項目 自製案 購入案

直接材料費

直接労務費

変動間接費

監督費

設備賃借料

購入原価

関連原価合計

$50,000

200,000

:111!

50,000

70,000

$

475,000

$450,000 $475,000

②ABCに 基づ く分析

追加デー タ

i.コ ス ト ・プール とレー ト

プー ル

ユニ ット ・レベル:

電力料 ・福利厚生費

コス ト・ドライバ ー コス ト・ドライバ ー

単 位 当 た りレー ト

機械時間 $3
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バッチ ・レベル:

マテハン費

検査費

段取費

製品維持レベル:

技術費

ii.当 該部品のコス ト

機械時間

移動回数

検査時間

段取時間

技術オーダー数

iii.分 析表

原価項目

設備賃借料

直接材料費

直接労務費

電力費 ・福利厚生費

マテハン費

検査費

技術費

段取費

購入原価

関連原価合計

移 動 回 数

検 査 時 間

段 取 時 間

技 術 オ ー ダ ー 数

・ ド ラ イ バ ー 数

自製 案

70,000

$50,000

200,000

90,000

40,DOO

75,000

25,000

60,000

-

$610,000

30,000

2,000

5,000

6,000

10

20

15

10

2,500

購入案

$

475,000

$475,000

以上の分析から、購入案 を採択すべ きと即 断してはならない。それは完全な分析ではない。

ABCに 基づ く分析は、部品や製品をつ くるのにい くらコス トがかかるかについての より正確な

図式を提供す るものの、い くつかの問題点をも提起する。例えば、なぜ外部の供給業者は自社が

つ くるよりも$135,000も 安 く供給することができるのか、部品を外注することは内部的なアクテ

ィビティをつ くり出すが、それはどれほど高 くつ くのか、 自製から外注への変更は明らかな戦略

的シフ トであ り、以前には存在 しなかった依存関係 をつ くり出すが、それは良案 といえるのか、

供給業者は正 しい品質 と量の部品を予定通 り納入することができるだろうか、等々の問題が考慮

されるべ きであろう。

したがって、部品を自製するか外注するか を決定する場合、従来の分析がそうであったように、

外注案につ いてその購入価額だけを関連原価 として取 り上げることは不適切である。なぜなら、

外注す ることによって部品の品質 を検査するアクティビティ、購入注文す るアクティビティなど

にも影響 を与えるか らである。それ らのすべ てを視界に含めた分析の必要性 をABCは 喚起 させ

るのである。

この 【ケース1】 の例は、ABCの 戦略的分析における威力を示す ものである。部品を自製 し

ていた企業が外注へ変更することによって、消費されるアクティビティが変化 し、原価 を引 き下

げたり、排 除した りすることが可能である。
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(2)セ グメン ト別の収益性分析

【ケー ス2】 は、ABCに よる分類 を用 いたセグメン ト別の収益性分析が変動原価計算のそれ

よりも情報 内容において大幅な改善 をもたらすことを例示 している。変動原価計算に基づ く従来

の分析では、懐中時計 と腕時計はともにプラスの製品差益を示 している。これでは会社全体の収

益性が僅かに損益分岐点を超えているにす ぎないとしても、いずれかの製品をドロップす るとい

った提案はあがってこないだろう。

しか し、ABCア プ ローチを用いて共通固定費の内容が分析された。それによると、機械減価

償却費は生産高比例法を用いてユニット・レベルのコス トにコンバー トされる。段取費 とマテハ

ン費のバ ッチ ・レベルのコス トは、バ ッチ ・レベルの コス ト・ドライバー(段 取回数 と移動回

数)を 用いて製品に割 り当て られる。給料 と販売管理費の製品維持 レベルのコス トは、従業員数

と販売注文数を用いて製品に割 り当てられる。

ABCに 基づ く分析結果 を見 ると、製品収益性に関して変動原価計算に基づ く分析 とは非常に

異なった視点を提供する。つまり、懐 中時計は非収益的であり、会社資源の重大 な消耗 を引き起

こしている。懐中時計が ドロップされると、利益は$20,000か ら$67,500へ と高められる。 しか し、

だか らといって懐中時計を直ちに ドロップすべ きことを意味 していない。懐中時計の収益性 を高

める方策 を模索す ることができるからである。

多くのコス トを抜本的に引 き下げ る一方策 として、JITシ ステムの採用が挙げられよう。JIT

システムの採用は、原価の跡づけ可能性 を高めるものである。【ケース2】 の③のセグメン ト別

収益性分析表は、JITシ ステムの導入後の計画収益性を示 している。そこでは、バ ッチ ・レベル

のア クティビティが排除され、修理保全費はセル ・ワーカーによって吸収 される(直 接労務費)。

残 りの非ユニ ット基準のコス トは、製品維持 コス トである。変動費の数 と金額は、直接労務費、

修理保全費、マテハ ン費が固定費になるにつれて減少 してきた。直接固定費が数 と金額において

増大 してきた。

【ケー ス2】 セ グメン ト別 の収益性分 析(Hansen&Mowen,1992,pp.633-635)

① 従 来 の分 析(変 動原価計算)

懐 中時計 腕 時 計 合 計

売上高$500,000$800,000$1,300,000

変動 費:

直接材料費

直接労務費

保全費

電力料

販売手数料

貢献差益

直接固定費:

広告費

製品差益

共通固定費:

機械減価償却費

(150,000)

(105,000)

(45,000)

(17,500)

(15,000)

(200,000)

(105,000)

(45,000)

(17,500)

(20,000)

(350,000)

(210,000)

(90,000)

(35,000)

(35,000)

$167,500

(40,000)

$412,500

(30,000)

'
,:1111

(70,000>

$127,500 $382,500 $510,000

(50,000)
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設備減価償却費

段取費

給料
一般管理費

マテハン費

販売管理費

税引前利益

②ABCに 基づ く分析

懐中時計

(so,000>

(100,000)

(60,000)

(90,000)

(70,000)

(40,000)

$20,000

腕 時 計 合 計

売上高

変動費:

直接材料費

直接労務費

機械費a

電力料

販売手数料

貢献差益

跡づけ可能費:

非ユニット基準変動費:

段取費

マテハン費

給料

販売管理費

直接固定費:

広告費

製品差益

設備レベル ・コス ト:

設備減価償却費
一般管理費

税引前利益

$500,000

(150,-000)

(105,000)

(70,000)

(17,500)

(15,000)

'.:11111

(200,000)

(105,000)

(70,000)

(17,500)

(20,000)

$1,300,000

(350,000)

(210,000

(140,000)

(35,000)

(35,000)

$142,500

(60,000)

(45,000)

(20,000)

(25,000)

(40,000)

$387,500

(40,000)

(25,000)

(40,0.00)

(15,.000)

(30,000)

$530,000

(loo,000>

(70,000>

(60,000)

(40,000)

(70,000>

$(47,500) $237,500 $190,000

(so,000>

(90,000)

$20,000

a修理保全費 と減価償却費を含んでいる。減価償却費は機械時間を用いてユニ ット基準のアブ

ロー チに変更 された。

③ABCに 基 づ く分析(JIT導 入 後)

懐 中時計

売上高$500,000

変 動 費:

直接材料費(150,000)

電力料(17,500)

販売 手数料(15,000)

貢献 差益$317,500

腕 時 計 合 計

$800,000$1,300,000

(200,000)(350,0.00)

(17,500)(35,000)

(20,000)(35,000)

$562,500$880,000
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跡づけ可能費:

非ユニット基準変動費:

給料

販売管理費

直接固定費:

広告費

直接労務費

機械減価償却費

製品差益

設備レベル ・コス ト:

設備減価償却費
一般管理費

税引前利益

(30,000)

(25,000)

(40,000)

(140,000)

(20,000)

(30,000)

(15,000)

(30,000)

(140,000)

(30,000)

(60,000)

(40,000)

(70,000)

(280,000)

(50,000)

$62,500 $317,500 $380,000

(so,000>

(90,000)

$210,000

従来の分析では、コス ト・ビヘ イビアを記述す るためのユニット基準のコス ト・ドライバーの

利用 は、あ らゆる共通固定費は意思決定に無関連であるとい う印象 を与える。ABCは まさにこ

うした従来の常識を常識 とは見ないところに存在意義を見い出すことができる。分析者 に共通固

定費 をコス ト・ドライバー とい う観点から、綿密に調査す ることを促すのである。

また、ハ ンセンとモーウェンの例か ら分かるように、ABCに 基づ くコス ト・オブジェク ト別

の収益性分析や関連原価分析に依存 して意思決定 を行 うべ きことを指示す るものでないことにも

注意されるべ きである。つ まり、収益性分析によって不採算の製品等があってもそれ を直ちに ド

ロップ した り(少 量製品は往々にして不採算である)、関連原価分析で直ちに原価の低 い方の案

を採択するのではない。 もし、非収益的製品を ドロップすることを検討 しているのであれば、無

駄 を排除した り、製品ないしは顧客サービスを向上 させ たりす る努力が払われることなしに ドロ

ップす ることのないように注意すべ きである[Hall,etal.,1991,pp.98]。

アクティビティに対す る各製品の需要 を変化 させ ることによってコス ト・ドライバー を操作可

能であると前述したが、アクティビティの変更による間接費の引き下げを目的 とす る代替的な製

造改善計画(manufacturingimprovementprograms)に よって、不採算製品等 を採算性のと

れるものへ と転換させ ることが可能であ り、長期的な視点か らそのような方策を探求することが

できる。 その意味では、ABCは 製品 ミックス、価格設定、顧客サポー ト、その他の戦略的事項

が長期的収益性に及ぼす影響 を検討する機会 をも提供する[Hal1,etal.,1991,pp.96-97]。

6.結 びに代 えて

自社の置かれている競争状況が激 しくなればなるほど、新 しい原価計算システム、 とりわけ

ABCシ ステムに対する需要は高 まる[Cf.Cooper,1990,pp.10-11]。 なぜなら、不正確な製

品原価情報によって誤った意思決定 をして しまうことのミスが取 り返 しのつかないもの となる危

険性が増大す るか らである。 もちろん、ABCを 導入 したか らといって、必然的に競争優位 を獲

得できるわけではない。 しか しながら、従来のシステムをもつ場合よ りも、戦略的フォーカス と

事業改善に関する経営意思決定をガイ ドす るためのより良質の情報 を提供 しうる潜在能力 を多分
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に秘めていると思われ る。

本論 は、ABCア プローチが従来の管理会計意思決定モデルや関連原価分析に どのような影響

を与えるのかを中心に検討 してきた。要約するとつ ぎの2点 が指摘できよう。第一に、従来意思

決定においては無関連 とされてきた共通固定費に光を当ててお り、 さらなる分析の必要性を喚起

してい ること、それによって以前 とは異なった新たな洞察が提供 される。第二に、ABCに よる

原価分析お よび収益性分析の結果、直 ちに採択の基準 として利用するのではな く、これを長期

的 ・戦略的な視点か ら、収益の改善、原価引き下げ努力をイニシエイ トするといった役割が期待

されるであろう。

戦略的意思決定には戦略的原価分析の役割の重大性が論文などで指摘されているが、それには

長期的な視点 とともに、意思決定に存在する戦略的要素 を識別す るという役割を認識すべ きであ

る[Hansen&Mowen,1992,p.622]。 原価的には正 当化 されるとしても、その戦略が顧客

や競争会社、下請業者等に与える(と くに悪い)影 響が視野に入れられなければならない。そう

だか らといって、戦略的原価分析がこれらの影響要因を計量的な測定方法あるいは非計量的な方

法などの何 らかの方法で積極的に取 り込むべ きであることを必ずしも意味するものではないだろ

う(7)。

このようなわけで、戦略的意思決定において、ABCに よる原価情報だけでは不十分 であるこ

とは言うまで もないが、原価情報が業務改善、さらには戦略的意思決定に現実にどのように利用

し得るか、どのように積極的に貢献できるかが、ついには原価計算の復権を回復できるか どうか

の試金石になることは間違 いないと言えるだろう。

【注 】

(1)こ れ までのABCの 議 論 では、 ア クテ ィビティ ・コス トを コス ト ・オブ ジェ ク トに集計す

るさい に用 い る基準 を コス ト・ドライバー と呼 んで これ を用 いて い るが、CAM-1の 用 語法 で は、ア

クテ ィ ビテ ィ・ドライバ ー とコス ト・ドライバ ー とを区別 して用 いてい る。 それに よる と、ABC

に は 原価 割 当 ての視 点(costassignmentview;資 源 → ア クテ ィビティ→ コス ト ・オブ ジェ ク

トの流 れ)と プ ロセ スの視 点(processview;コ ス ト ・ドライバー→ ア クテ ィ ビテ ィ→ 業績尺

度の流 れ)と い う2つ の視 点が あ り、前者の視 点にア クティ ビテ ィ ・ドライバー を後者の視点 に

コス ト ・ドライバー とい う言葉 を用 いて いる。 その場合 、 ア クテ ィビティ ・ドライバー は 「原価

をア クテ ィビテ ィか ら原価 対象 に割 り当て るために用い られ るファクター で、 原価 対象 によ るア

クテ ィビテ ィの利用 の頻 度 と集 中度 の尺度」、 コス ト・ドライバー は 「あるア クテ ィビティにつ

いて必要 とされ る作業 負荷 お よび努 力 と必要 とされ る資源 を決 定す るファ クター 、 また はあ るア

クテ ィビテ ィの コス トを変化 させ る原因 となるフ ァクター」 と定義 され る[Raffish&Turney

,1991,p.57,58-59;Turney,1992,p.4・7]。 本 論 では、従 来の用語法 によってい る。

(2)ク ー パー は、製造間接 費 を生産量 に比例 して割 り当て る従 来 の原価計 算 をユニ ッ ト基準 原

価計 算(unit-basedcostsystems)と 呼 んでい る。[Cooper,1990,p.5]

(3)キ ャプ ランは、 クーパー の取 り上 げた4つ の レベ ルに加 えて、製 品系列 レベ ル と工場 レベ

ル を、 ス コ ッ トとモ ロー は会社 維 持 の レベ ル をも認 識 してい る[Robinson,1990,p.8,12;

Scott&Morrow,1991,p.49]o

(4)こ の 公 式は、Hansen&Mowen[1992,pp.628-632]を 参 考 に した。

(5)ク ー パ ー は設備 レベ ルの原価 は理論 的 にはABCシ ス テム では製 品 に割 り当て られ るべ き
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ではない[Cooper,1990,p.10]と するものの、恣意的に製品に配賦できるものと考 えている。

もし設備が2種 類以上の製品を製造しているなら、この原価 は付加価値基準で配賦 されると言う

[Cooper,1990,p.6;Cooper&Kaplan,1991,p.132]0

(6)わ が国は、80年 代の多品種生産に対応し得る自動化に成功 してきたが、現在に至って、 自

動化 ・省力化が必ず しも最善の方策ではないことにも気付かれてきた。例えば、「特定の条件の

もとでは自動生産は非常に効率がいい。だが、工程のちょっとした手直しでもシステム全体 をい

じらなくてはならず、膨大な時間 と労力がかかってしまう」 と言 う鈴鹿富士ゼロックス社の浜 口

健生産技術部長の弁は、 自動化導入について慎重であるべ きことを物語るものである(日 本経済

新聞,1992.12.24付)。

(7)シ ャンクとゴビンダラジャンは、原料供給業者や競争相手に与える戦略的影響分析 を原価

分析の中に積極的に取 り入れようとしている[Shank&Govindarajanl.1989]。.一
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